
筑波経済月報　　2022年10月号26

茨城県内
5日	 	国土交通省は、道の駅「常総」（国道294号沿い、

2023年度オープン予定）を道の駅に新規登録
（県内16駅目）

5日	 	茨城地方最低賃金審議会は、茨城県の最低賃金
の時間額を、現行の879円から32円引上げて911
円（引上げ率3.64％）に改正することが適当であ
ると茨城労働局長に答申（前年：引上げ額28円、
引上げ率3.29％）、9月1日に茨城労働局長は同改
正案を決定（10月1日から適用）

10日	 	茨城県によれば、県内の保育所等利用待機児童
数（2022年4月1日現在）は8名と前年同期に比べ
▲5名の減少、うち7名は児童発達支援施設等へ
の入所が実現し、1名は医療的に行動制約が必要
な児童であることから、保育所不足により入所
が叶わない待機児童は実質ゼロに

18日	 	東日本旅客鉄道株式会社水戸支社によれば、
2022年お盆期間中（8月10～17日）の常磐線特
急利用客数は、「我孫子～土浦」駅間（上り・下
り合計）が14.1万人と前年に比べ＋86.1％の増加
（18年比▲44.4％）

23日	 	茨城県・東日本旅客鉄道株式会社水戸支社らは、
2023年10～12月に開催予定の「茨城デスティネー
ションキャンペーン（DC）」に先立ち開催される
「茨城プレDC」の概要を公表、実施期間は22年
10～12月で「体験王国いばらき」をキャッチコ
ピーに、「アウトドア・食・新たな旅のスタイル」
をテーマとした100の特別企画・イベントを実施

24日	 	スカイマーク株式会社は、2022年度冬期（22年
10月30日～23年3月25日）の運航ダイヤを公表、
茨城空港路線は、神戸便が1日3往復、札幌便が	
1日2往復、福岡・那覇便が1日1往復と、これま
での運航本数を継続

25日	 	茨城県は、2022年度9月補正予算案を公表、追加
予算規模は一般会計ベースで117億75百万円、コ
ロナ禍における原油価格・物価高騰等への対応
として低所得の子育て世帯への支援などを実施、
補正後の22年度一般会計予算は合計1兆3,051億
83百万円

29日	 	茨城県によれば、2022年に開設した県内14公設
海水浴場の入込客数（開設期間：7月16日～8月
21日）は46.4万人とコロナ禍前の19年（48.1万人）
に比べ▲3.6％の減少にとどまり、概ね同水準ま
で回復

国内・国外
5日	 	農林水産省によれば、2022年上半期の農林水産

物・食品の輸出額は6,525億円（農産物4,050億円、
林産物312億円、水産物1,802億円）と前年同期に
比べ＋13.1％の増加

5日	 	農林水産省によれば、2021年度の食料自給率は、
カロリーベースで38％と前年度に比べ＋1ポイント
の上昇、生産額ベースで63％と同▲4ポイントの
低下

5日	 	厚生労働省によれば、2021年度の厚生年金収支は
＋5,804億円の歳入超と前年度に比べ＋815億円歳
入超額が増加、国民年金収支は＋1,983億円の歳入
超と同＋972億円の増加

5日	 	厚生労働省によれば、2022年民間主要企業の春季
賃上げ平均妥結額は6,898円（賃上げ率2.20％）と
前年に比べ＋1,044円（同＋0.34ポイント）の増加

8日	 	財務省「国際収支状況」（速報）によれば、2022
年上半期の経常収支は、3兆5,057億円の黒字と前
年同期に比べ▲6兆21億円黒字幅が縮小（貿易収
支が▲5兆6,688億円の赤字と同▲7兆9,511億円減
少し赤字に転化）

10日	 	財務省によれば、2022年6月末現在の「国の借金」
（国債及び借入金等）の残高は1,255.2兆円と22年	
3月末に比べ＋1.1％（13.9兆円）の増加

15日	 	内閣府によれば、4～6月期の実質国内総生産（速
報値、季節調整済）は、前期比年率換算で＋2.2％
の増加（1～3月期は同＋0.1％）

17日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、2022年7月の
訪日外国人客数は144,500人と2019年同月に比べ
▲95.2％の減少、10万人越えは4か月連続

24日	 	国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」
（4月1日～7月1日）によれば、主要都市の高度利用
地等（80地区）地価の73％が3か月前に比べ上昇
（前回同57％）

25日	 	内閣府は、8月の月例経済報告で、わが国の景気は、
「緩やかに持ち直している」と判断を据置き

30日	 	厚生労働省によれば、待機児童数（2022年4月1日
時点）は、2,944人と前年同期に比べ▲2,690人の
減少。待機児童のいる市区町村は、252市区町村
と同▲60市区町村の減少

経済トピックス　2022年8月 経済情報ピックアップ
「資金循環の日米欧比較」と「貯蓄から投資へ」に向けて

経済情報ピックアップ

注１：データはいずれも 2022 年 3 月末。
注２：「その他計」は、金融資産合計から、「現金・預金」、「債務証券」、「投資信託」、
　　　「株式等」、「保険・年金・定型保証」を控除した残差。
出所：日本銀行「資金循環の日米欧比較」より当社作成
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現行NISA制度の概要家計の金融資産構成比の日米欧比較

2022年8月31日、日本銀行から「資金循環の日米欧
比較」（2022年3月末時点）が公表されました。本統計
では、日米欧の家計金融資産構成の比較がされており、
日本人と欧米人の資産運用のスタンスの違いを知るこ
とができます。
まず、日本の家計の金融資産は2,005兆円となってい
ます。また、家計金融資産の構成比をみると、「現金・
預金」が54.3％と最も多く、約半分を占めています。
一方で、「株式等」が10.2％、「投資信託」が4.5％、「債
務証券」が1.3％となっており、配当所得等をもたらす
これら「有価証券」が家計金融資産に占める割合は約
15％に止まっています。
次に、米国は、有価証券が家計金融資産に占める割合
は55％（「株式等」39.8％、「投資信託」12.6％、「債務
証券」2.6％）と日本と真逆の構成比となっています。
そして、ユーロエリアでも、有価証券の割合が3割（「株
式等」19.5％、「投資信託」10.4％、「債務証券」1.6％）
を超えています。
以上より、日本は米欧に比べると、家計金融資産に占
める現預金の割合が高く、有価証券の割合が低くなって
います。また、20年前と比較しても、構成比は大きく
変わっておらず、日本人の投資に対するスタンスは慎重
と言えます。この結果、米国では20年間で家計金融資
産が3倍、英国では2.3倍になっている一方で、日本は1.4
倍に止まっています。
こうした中、わが国では「貯蓄から投資へ」をスロー
ガンに、これまで2014年にNISA（少額投資非課税制度）、
2018年につみたてNISAの導入など税制面での後押しに

取り組んできました。
また、政府は、今年6月に閣議決定された「新しい資
本主義のグランドデザイン及び実行計画」において、「家
計が豊かになるために家計の預金が投資にも向かい、持
続的な企業価値向上の恩恵が家計に及ぶ好循環を作る
必要がある」とし、年末までに総合的な「資産所得倍増
プラン」を策定するとしています。
金融庁は、2023年度の税制改正要望で、NISA制度の
恒久化や非課税保有期間の無期限化、非課税限度額の拡
大などといったNISAの抜本的拡充を要望しています。
また、制度の複雑さから利用を敬遠する人も多いため、
簡素で分かりやすい制度への改正も検討しています。
なお、NISAの口座数（一般・つみたて、2022年3月末
時点）は、約1,700万口座となっています。とくに、長期・
積立・分散で投資ができるつみたてNISAは、家計の安
定的な資産形成に有効な方法であり、年代別の口座開設
数は20歳代～40歳代が7割強を占めています。
また、投資に関する不安の解消や、個人自らがライフ
プランやニーズに合う金融サービスを選択するには、金
融に関する知識や判断力（金融リテラシー）が求められ
ます。そのため、こうした投資環境の整備に加え、金融
教育の拡充も進められています。一例として、学習指導
要領が改訂され、2022年4月から高校で金融教育が必
修化されました。
ただし、当然ながら投資には損失リスクがあるため、
国民が安定的な資産形成を進めていくために慎重な議
論が一層求められます。

（主任研究員　山田　浩司）

　一般NISA（注１） つみたてNISA ジュニアNISA

投資可能期間 2028年まで 2042年まで 2023年まで

非課税保有期間 5年間 20年間 　　5年間（注2）

年間投資枠 120万円 40万円 80万円

非課税限度額 600万円 800万円 400万円

対象商品
上場株式、ETF、
REIT、株式投信

長期の積立・分散投資
に適した株式投信

上場株式、ETF、
REIT、株式投信

対象年齢 20歳以上（注3） 20歳以上（注3） 20歳未満（注3）

　注１：�2020年度税制改正において、2階建ての「新しい一般NISA」に改正済
（2024年施行予定）。

　注２：�ただし、18歳まで非課税で保有可能とする特例あり。
　注３：2023年以降は18歳。　　
　出所：金融庁より当社作成
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